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2020年 11月 6日、ケイマン諸島国際税務協力局（Department for International Tax Cooperation：以下「DITC」）は、
2018年 7月に公表された「The CRS Guidance Notes version 3.0」に代わり、新たな CRS ガイドライン「CRS Guidelines」
（DITC ウェブサイト（英語、PDF））を公表した。「CRS Guidelines」にはケイマン諸島の諸法規制と CRS の連関に加えて、CRS
遵守状況に係る確認様式（以下「CRS 確認様式」）」（CRS Compliance Form DITC ウェブサイト（英語、PDF）及びその
他対応事項を含む DITCポータルの概要も記載されている。今回は、CRS 確認様式について簡単に概要を記す。 

1. CRS 確認様式の概要 

CRS 確認様式の提出が必要となるのは、全ての報告金融機関及び受託者開示信託である。提出期限は原則として毎年 9月
15日であり、今後も毎年 CRS 報告を実施する度に対応が必須となる。なお、対象年度が 2019年となる今回は提出期限が
2021年 3月 31日まで延長されている。DITCポータル上で必要事項を入力するスマート様式と、多数のデータを CSV 形式で提
出する一括アップロード様式から選択可能である。 

2. 記入内容 

CRS 確認様式は以下の 4 つのセクションに分かれており、各項目への入力が必要である。 

セクション１ 
報告金融機関情報 

報告金融機関に関する情報及びケイマン諸島金融管理局（Cayman Islands Monetary 
Authority：以下「CIMA」）認可番号（CIMA から認可を受けている場合のみ） 

セクション２ 
金融口座データ 

CRS 報告の内容（通貨・合計金額・報告対象とならない口座保有の有無等*） 

*例としては以下のとおり。 

 報告対象国に居住している口座保有者であるが、報告対象者ではない（カナダの FI 等） 

 報告対象国に居住している口座保有者ではない（ケイマン諸島居住者等） 

セクション３ 
AML/KYC及び会計処理 
（CIMA認可番号が有効な場合は
非表示） 

監査済み財務諸表の有無及び財務諸表が無い場合には AML/KYC義務を履行する事業体の
情報 

セクション４ 
CRS 処理 口座保有者情報のレビュー及び報告対象口座のリストのドラフト作成を行う事業体の情報 

スマート様式については、DITCポータルのユーザーガイド「DITC Portal – User Guide」（DITC ウェブサイト（英語、PDF））の 31
ページに詳細説明があり、CRS 確認様式については、CRS Guidelines の 30～33 ページに設問内容一覧の記載があるため合わ
せて参照いただきたい。 

デロイト トーマツと CRS の基本契約を締結するクライアントについては、CRS 確認様式の参考和訳を作成の上、配布する予定である。 

https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/ditc_crs_guidelines.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/CRS_Compliance_Form.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/CRS_Compliance_Form.pdf
https://www.ditc.ky/wp-content/uploads/DITC_Portal_User_Guide.pdf


 

2 

 

おわりに 

ケイマン CRS 報告義務については報告対象口座が存在しない場合でも、毎年のゼロ報告及び CRS 確認様式の提出が必須とな
るため、ケイマン SPC を保有する金融機関は対応を怠ることがないように留意されたい。 

デロイト トーマツ税理士法人では、QI、FATCA 、CRS、及び米国税務に関して専門チームを有し、常に最新情報を入手の上、多
数の金融機関にサービスを提供している。今回、ニュースレターでご案内した内容のほか、制度内容・法令等でご不明な点等があれ
ば相談いただきたい 

 
Any tax advice included in this written or electronic communication was not intended or written to be used, and it 
cannot be used by the taxpayer, for the purpose of avoiding any penalties that may be imposed by any 
governmental taxing authority or agency. 

 

過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 
www.deloitte.com/jp/tax/nl/us 
 

お問い合わせ 

米国税務及び QI/FATCA、OECD CRS に関するお問い合わせは、下記の担当者までご連絡ください。 

デロイト トーマツ税理士法人 東京事務所 US デスク  

パートナー 前田 幸作 kosaku.maeda@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー 秋葉 奈緒子 naoko.akiba@tohmatsu.co.jp 

シニアマネジャー Yeh Ching-Feng (Vincent) ching-feng.yeh@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 渡邊 美穂子 mihoko.watanabe@tohmatsu.co.jp 

マネジャー 近藤 祐美 yumi.kondo@tohmatsu.co.jp 

所在地 〒100-8362  
東京都千代田区丸の内三丁目 2番 3号 丸の内二重橋ビルディング 

Tel 03-6213-3800（代） 

email tax.cs@tohmatsu.co.jp 
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